
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

令和７年１２月２２日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和７年１２月２２日（月）午前１０時１５分～ 本庁舎４階大委員会室 

２ 出席者 

産業振興課 岩立課長、保科主査 

３ 件名 

物価高騰対策事業における生活者支援（食料品物価対策）事業について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・チャージ型ギフトカードで受領後に使用可能となるようだが、どのような処理か。 

 →発送は配達記録が分かる方法とし、受領確認後にチャージされて使用可能となる。

・使用期限は設定できるのか。 

 →設定可能である。 

・受領した金額を使用期限までに使い切らなかった場合はどうなるのか。 

 →期限を過ぎたら使用不可となる。現金化等もできない。 

・使用期限については、周知徹底すること。 

・基準日の設定方法について、よく検討していただきたい。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

■ □ □ □ （

年代 場所 目的 手段全ての年代 その他 給付

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 市民環境経済部 産業振興課

付議事案

物価高騰対策事業における生活者支援（食料品物価対策）事業について

　令和７年１１月２２日に閣議決定された「「強い経済」を実現する総合経済対策～日本
と日本人の底力で不安を希望に変える」において、物価高騰の影響を受けた生活者や
事業者を引き続き支援するために重点支援地方交付金を拡充する旨が盛り込まれたこ
とを踏まえ、１２月１６日に重点支援地方交付金（推奨事業メニュー）２兆円（うち食料品
の物価高騰に対する特別加算：０．４兆円）が計上された補正予算が成立した。
　なお、事業実施に当たっては早期執行を求められており、事業内容は地域の実情に
応じて判断することとされている。

食料品物価対策支援事業を活用することで、生活者に対する食料品の物価高
騰への支援を実施する。

重点支援地方交付金の食料品特別加算を活用し、令和８年１月１日（予定）現
在の住民（約61,750人）に対し、１人当たり４千円を給付する。

まで）

有

有

令和 7 12 22

付議書（行政経営戦略会議）

議員全員協議会（R7.12.25） 広報・ＨＰ等 有 広報・HP（R8.2.1）

無 報道発表

今後の
スケジュール

総務課、人事課、企画政策課、財政課

302,000 千円 （うち特定財源 302,000 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明

・対象者及び給付額
令８年１月１日現在の住民（約61,750人）に対し、１人当たり４千円をチャージ型ギフト
カードにて給付することについて
（財源：重点支援地方交付金における生活者支援の食料品の物価高騰に対する特別
加算と重点支援地方交付金（推奨事業メニュー）を活用）

【関係課等との調整】
・現状の職員体制で対応可能か。
→見込んでいる委託料にはは発送業務やコールセンター等設置も含まれているため、
可能と考える。今後事業を進めていく中で必要な際には、別途人事課等とも協議を行
う。
・ギフトカードの仕様について
→チャージ上限額が１万円と１０万円の２種類があり、１人当たり４千円の給付だと３人世
帯から１万円を超える。１世帯に複数枚のカードを送付するとその分カード発行手数料
もかかることから、チャージ上限額１０万円対応のカードとしたい。

１２月２６日　　　　　　　令和７年第４回定例議会において補正予算上程
１月上旬～　　　　　　　事業者と契約、対象の確認作業
２月１日　　　　　　　　 広報しろい２月号に給付についての記事を掲載
４月下旬　　　　　　　　 ギフトカード発送開始、コールセンター設置

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課



 

令和７年１２月２２日 

行政経営戦略会議資料 

物価高騰対策事業における生活者支援（食料品物価対策）事業の概要 

事業目的 

 国において重点支援地方交付金の拡充を行うにあたり、食料品の物価高騰対策に

対する推奨事業メニューが提示されたことから、食料品物価対策支援事業を活用

し、生活者に対する食料品の物価高騰への支援を実施する。 

実施主体  白井市 

支給対象者  基準日（令和８年１月１日（予定））において住民登録されている市民 

対象人数 

（世帯数） 
 約61,750人（約27,600世帯） 

給付額  １人当たり ４千円 

支給方法 

 世帯人数分の給付金額をチャージした使用期限があるギフトカードを、配達状況

が確認できる方法で各世帯主へ送付する。 

 ・ギフトカード受領後に使用可能となる 

 ・カード上には氏名や額面等の記載なし 

 ・カードは汎用タイプ 

経費負担 
 重点支援地方交付金における「生活者支援の食料物価高騰に対する特別加算分」

と重点支援地方交付金（推奨事業メニュー）を活用 

補正予算額 

○歳出予算額：302,000千円（概算） 

６款１項４目 商工総務費 

０４ 物価高対応ギフトカード配布に要する経費 

○歳入予算額：302,000千円（概算） 

１５款２項１目１節 総務費国庫補助金 

 物価高騰対応重点支援地方交付金 

・食料品加算分  196,674,000円 

・推奨事業分   105,326,000円 

スケジュール

１２月２６日   令和７年第４回定例議会において補正予算上程 

１月上旬～    事業者と契約、対象の確認作業 

２月１日     広報しろい２月号に給付についての記事を掲載 

２月～４月    発送準備 

４月下旬（予定） ギフトカード発送開始、コールセンター設置 

 

資  料 






